
ま
ち
づ
く
り
の
事
例

（１） まちづくりの事例

自分たちのまちを美しく住みよいまちにするため、住民が主役となって、個性的なまちづくりを

進めています。住環境、景観、防災、自然環境や歴史的資産の保全などさまざまな観点から、創意

と工夫を生かしたまちづくりを目指します。
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軽井沢町 追分宿

江戸時代、中山道と北国街道の分岐点に位置した追

分宿は、参勤交代の大名や善光寺参詣の旅人などで大

変にぎわいました。

そうした追分宿の歴史的なまち並みを再生するた

め、平成 22 年度から 24 年度まで無電柱化を主とした

景観整備を行いました。また、追分宿にふさわしい景

観と住み良いまちづくりの実現を図ることを目的とし

た景観育成住民協定によって、住民が主体となったま

ちづくりが進められています。

上田市 旧北国街道 柳町地区

上田城を核に成立した上田の街は、江戸時代を通じ

て城下町・宿場町として賑わい、近代には蚕糸業の隆

盛をみました。柳町はこうした歴史の面影を色濃く残

している地区です。地域が育んだ固有の歴史的遺産を

「生活に活かしつつ後世に伝えていく」ため、街なみ

の修理・修景を行いながら、江戸瓦灯篭の設置や道路

清掃、景観水路の保全、イベントの開催など、自治会

とまちづくり協議会とが一体となった活発な住民の活

動により、歴史文化と人が交差する香り高い街が形成

されています。

安曇野市 豊里地区

安曇野市穂高有明の豊里地区では、祖先より受け継

いだ貴重な自然環境を未来の子どもたちにより良くし

て手渡す義務があることを住民同士が確認し合い、地

区で住民協定を締結しました。景観づくりのための屋

外広告物の設置基準や建築物の形態などについて自主

的な厳しいルールを定めるとともに、道路の植栽など

の美化活動や花壇の花苗植え、清掃活動も積極的に行

っています。
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飯田市 嶋地区【エコハウジングビレッジ】

飯田市は平成 20 年 7 月に全国 82 都市がエントリ

ーした「環境モデル都市」の 13 都市の 1 つに認定さ

れました。

それに先駆けて、当地区は低層住宅を中心にした良好な

住宅地を創造するための基盤整備を行い、自然エネルギー

及び地元産材を活用した環境共生住宅の普及を目指すと

ともに、進入路やコモンスペースの確保によるコミュニテ

ィの形成とミクスト・ユースを目指したまちづくりを進め

ています。

松本市 中央東高砂
たかさご

通り
ど お り

周辺地区

市街地中心部の中央東に位置する当地区は、松本城

下町において商人・職人のまちであり、現在も江戸の

町割りが残っています。源智の井戸をはじめ湧水に恵

まれた場所で、高砂通りは人形町として栄えましたが、

経済状況の変化に伴い高層建築物や駐車場の増加な

ど、周辺の土地利用が変化してきました。平成１６年

にまちづくり推進協議会を設立し、「水と人形のまち」

をコンセプトにまちづくりを進め、ゾーン３０の指定

に取り組むなど住民と行政が協働で取り組んでいま

す。

須坂市 歴史的建造物をいかしたまちづくり

須坂市は明治から昭和初期にかけて製糸業で栄え、

この時代に建てられた土蔵造りの町屋が多く残ってい

ます。これらの建造物を後世に残していくため、市独

自に「歴史的建造物登録制度」を設け、併せて歴史的

建造物を活用することで保存につなげていくため、「歴

史的建造物を活かしたまちづくり事業補助金」を創設

し、歴史・文化を伝える建造物をいかした個性あるま

ちづくりを進めています。
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（２）

目 的

都市構造再編集中支援事業は、「立地適正化計画」に基づき、市町村や民間事業者等が行う一定

期間内の都市機能や居住環境の向上に資する公共公益施設の誘導・整備、防災力強化の取組等に対

し、集中的な支援を行い、各都市が持続可能で強靭な都市構造への再編を図るための制度です。

制度の概要

計画期間は、概ね３～５年です。

計画期間終了時、市町

村は目標の達成状況

等に関する事後評価

を実施し、その結果等

について公表します。
国は、市町村が作成した都市再生整備

計画が都市再生基本方針に適合して

いる場合、年度ごとに補助金を交付し

ます。補助金の限度額は、補助対象事

業費の 1/2（都市機能誘導区域内）又

は 45％（都市機能誘導区域外）とな

ります。

市町村は地域の特性を

踏まえ、まちづくりの目

標と目標を実現するた

めに実施する各種事業

等を記載した都市再生

整備計画を作成します。

まちの
課 題

事 業

終 了

市民の反応
を 確 認
（事後評価）

補助金

の交付

都市再
生整備
計画の
立 案

特 徴

市町村が作成した都市再生整備計画に基づいて、総合的・戦略的にソフトやハードの様々な事業

を連携的に実施し、地域の創意工夫を活かしたオーダーメイド型の計画実現を図ることで、通常の

事業では期待できない相乗効果・波及効果が期待できます。

自主性の

尊 重

利便性の

向 上

目標・指標

の設定

○市町村の提案に基づく事業等が可能と
なるなど自由度が高くなっています。

○計画に位置づけられた事業や施設等に
対する補助金の充当割合は自由に設定
できます。

○事業間の流用を自
由にし、変更交付
手続きを実質的に
不要にしています。

○事業の進捗に応じ
て年度間、国・地
方の負担の割合を
調整することが可
能となっています。

○市町村にはまちの
課題に応じて、ま
ちづくりの目標を
設定していただき
ます。

○計画目標（指標）
の達成状況等を、
市町村自ら事後的
に評価し公表して
いただきます。

高い相乗効果・波及効果
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都市構造再編集中支援事業（旧まち交）



※１：ただし、次の市町村を除く。

① 都市計画運用指針に反して居住誘導区域に災害レッドゾーンを含めている市町村

② 市街化調整区域で都市計画法第 34 条第 11 号に基づく条例の区域を図面、住所等で客観的に明

示していない等不適切な運用を行っている市町村

※2：次の区域を施行地区に含むことができる。

① 水辺まちづくり計画がある場合は、都市機能誘導区域及び居住誘導区域に隣接する水辺の区域

② 空き地等が発生して外部不経済が発生する可能性がある市街化調整区域内の居住誘導区域外に

おいて、あるべき将来像を提示している区域

手続き

都市再生整備計画の作成から事業実施にかけての流れ

国 地方公共団体

都市再生整備計画の受理
・都市再生整備計画の作成
・事前評価
・翌年度予算要望

交付申請の受理

交 付 決 定

交 付 申 請

工 事 等 の 実 施

予 算 内 示

当該年度の施行箇所等の決定
（地区内の事業別の配分等の決定）

額確定報告

実 績 報 告

事後評価確 認 公 表

翌年度 翌年度

事業完了時
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対象地区

都市再生整備計画の区域が立地適正化計画の「都市機能誘導区域内」及び「居住誘導区域内」に

定められている地区


